越前市作業道修繕事業補助金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、越前市作業道修繕事業補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付することにより、森林作業道の再整備を促進し、もって林業事業者が持続的に木材生産等を行うことができるようにすることを目的とする。

　（補助事業者）
第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、林業に従事する団体、事業者及び個人であって、市内に住所を有するものとする。
　（補助事業）
第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助事業者が本市の森林において持続的に木材生産等を行っていくために使用する作業道（森林施業のために使用する幅２．０ｍ以上の道路であって、開設後５年を経過したものをいう。以下同じ。）の路面整正とする。

　（補助対象経費）
第４条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実施に要する費用とする。
　（補助金の額）
第５条　補助金の額は、路面整正を行う作業道の面積に、１㎡あたり２２０円の単価を乗じて得た額と、精算によって確定した額のいずれか低い方の額以内とする。
２　前項の作業道の面積は、当該作業道の延長に幅員を乗じて得た数値とする。

３　第１項の補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

　（補助金の交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする補助事業者は、越前市作業道修繕事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の書類を添えて市長に提出しなければならない。

(1) 収支予算書（様式第２号）

(2) 実施計画書（様式第３号）

(3) 作業道の路線を明示した図面、写真等
２　補助事業者は、前項の規定による補助金の交付申請を行うに当たっては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請をしなければならない。
３　消費税法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される補助事業者（以下「免税事業者」という。）は、前項の規定にかかわらず、消費税等仕入控除税額を減額せずに交付申請することができる。この場合において、免税事業者は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は前々年の所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるものに限る。）及び損益計算書類等の売上高が確認できる資料を市長に提出しなければならない。
（補助金の交付決定）
第７条　市長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査により、補助事業の目的及び内容が適正であるかどうかを調査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、越前市作業道修繕事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により当該申請を行った者に通知するものとする。
２　市長は、補助金の交付を決定する場合においては、条件を付することができる。

　（事業の着手）

第８条　補助事業者は、前条の規定による補助金の交付決定の通知を受けた後でなければ、補助事業に着手してはならない。ただし、補助事業を行う年度内においてやむを得ない事情があると市長が認めるときは、補助金交付決定前着手届（様式第５号）を市長に提出した上で、補助事業に着手することができる。
　（補助事業の変更）

第９条　補助金の交付の決定を受けた補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとするときは、市長の承認を得なければならない。
２　第６条及び第７条の規定は、前項の規定による補助事業の内容の変更について準用する。この場合において、第７条第１項の規定による通知は、越前市作業道修繕事業補助金交付変更承認通知書（様式第６号）により行うものとする。
　（実績の報告）

第１０条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、越前市作業道修繕事業補助金実績報告書（様式第７号。以下「実績報告書」という。）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1) 収支決算書（様式第８号）

(2) 事業実績書（様式第９号）
(3) 整備内容のわかる図面、写真等
　（額の確定）
第１１条　市長は、実績報告書により補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。
　（関係書類の整備）
第１２条　補助事業者は、補助事業に係る経理及び処理経過が明確にわかるよう関係書類を整備し、補助事業の完了後５年間保存しなければならない。
　（補助金の交付手続）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な手続は、越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号。次条において「交付規則」という。）の規定による。

　（その他）
第１４条　この要綱及び交付規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
（失効）
２　この要綱は、令和１６年３月３１日限り、その効力を失う。
